
留学生が特定技能１号へ変更申請する場合の注意点等

2020.1現在

東京出入国在留管理局横浜支局
Tokyo Regional Immigration Services Bureau

Yokohama District Immigration Office 

特定技能１号のポイント

○ 就労が可能な特定産業分野：介護，ビルクリーニング，素形材産業，産業機械製造業，電気・電子情報関連産業，
建設，造船・舶用工業，自動車整備，航空，宿泊，農業，漁業，飲食料品製造業，
外食業

○ 在留期間：１年，６か月又は４か月ごとの更新，通算で上限５年まで
○ 技能水準：試験で確認 ○ 日本語能力水準：試験で確認（Ｎ４以上）
○ 家族の帯同：基本的に認めない ○ 受入れ機関又は登録支援機関による支援の対象

○ 2020年3月31日まで
除籍・退学後に技能試験を受験し合格しても有効とはみなされない。

○ 2020年4月1日以降
除籍・退学後であっても受験資格が認められ，合格すれば有効として扱われる。
一方，除籍・退学留学生は，実質的には留学の活動を行っておらず，場合によっては在留資格取消事由に該当す

ることから，必ずしも特定技能の在留資格への変更許可が受けられるわけではないことに御留意願います。
○ 特定技能の申請の際は，以下の公的義務の履行状況について確認が求められることから，予め準備する必要あり。
・ 確定申告（複数箇所でアルバイトをした場合，手続はお住まいを管轄する税務署）
・ 国民健康保険（手続はお住まいの市区町村の区役所・市役所・役場）
・ 国民年金（手続は日本年金機構）

留学生が特定技能１号へ変更申請する場合の注意点

東京出入国在留管理局横浜支局では，特定技能１号へ変更を希望する留学生，留学生を雇用予定の企業，留学生の就
職支援を行う教育機関からの相談を受け付けています。（東京出入国在留管理局横浜支局２階５番窓口，平日９時から
１６時まで）

１

留学生が特定技能へ変更する場合の相談窓口

※いずれも，在籍状況に係る資料
の提出を求める場合あり。



参考様式 書類名 編綴順

在留資格変更許可申請書（申請人等等作成用１～３ Ｖ，http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri07_00197.htmlの提出書類１番，写真貼付） ２－１

参考様式1-1 履歴書 ９

技能試験の合格証明書の写し又は合格を証明する資料（介護分野については下記参照） １０－１

日本語能力試験Ｎ４以上又は国際交流基金日本語基礎テストの合格証明書の写し（介護分野については下記参照） １０－２

参考様式1-3 健康診断個人票（別紙「受診者の申告書」を含む。別の様式での提出でも差し支えないが，参考様式にある項目全ての受診が必要） １１

市町村発行の個人住民税の課税証明書（前年の所得金額の記載があるもの），及び市町村発行の個人住民税の納税証明書（前年度の納税金額の記載があるもの）
※発行を受ける時点において，課税証明書は最新のもの，納税証明書は全ての納期が経過しているもの
（例：2020年1月に在留資格変更許可申請を行う場合，H31年度の個人住民税課税証明書，H30年度の個人住民税納税証明書）

１２－１

給与所得の源泉徴収票（前年の所得金額の記載がある個人住民税の課税証明書と同一年分のもの）※複数箇所でアルバイトをした場合，すべてのアルバイト先のものが必要
（例：2020年1月に在留資格変更許可申請を行う場合，H30年分の源泉徴収票）

１２－２

確定申告をした場合，税務署発行の納税証明書その３（税目：源泉所得税及び復興特別所得税，申告所得税及び復興特別所得税，消費税及び地方消費税，相続税，贈与税） １２－３

国民健康保険被保険者証の写し １３－１

市町村発行の国民健康保険料（税）納付証明書（在留資格変更許可申請をする当該年度，及びその前年度） １３－２

日本年金機構発行の被保険者記録照会回答票 １４－１

国民年金保険料領収証書の写し（在留資格変更許可申請を行う月の前々月までの24か月分），又は日本年金機構発行の被保険者記録照会（納付Ⅱ） １４－２

二国間取決めによる遵守すべき手続に係る書類（カンボジア国籍はカンボジア労働職業訓練省（MoLVT）が発行する証明書）※2020年1月現在
※その他の国籍で二国間取決めにおいて遵守すべき手続が定まった場合には，随時法務省ＨＰhttp://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri05_00021.htmlで公開

２６

在学証明書，出席・成績証明書 ２８

留学生が特定技能１号へ変更申請する場合の必要書類１（留学生側）

参考様式 書類名

介護技能評価試験の合格証明書の写し

介護日本語評価試験の合格証明書の写し

日本語能力試験Ｎ４以上又は国際交流基金日本語基礎テストの合格証明書の写し

参考様式 書類名

介護福祉士養成施設の卒業証明書の写し

介護分野（養成施設ルートの場合）

２

介護分野（試験ルートの場合，次の全ての資料）

①http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri07_00003.html（特定技能への移行を希望する令和２年春卒業予定の留学生の皆様へ）
②http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri07_00201.html（特定技能運用要領・各種様式等 ← 参考様式はこちら）

東京出入国在留管理局横浜支局
Tokyo Regional Immigration Services Bureau

Yokohama District Immigration Office 

http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri07_00197.html
http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri05_00021.html
http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri07_00003.html
http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri07_00201.html


参考様式 書類名 編綴順

特定技能外国人の在留諸申請に係る提出書類一覧・確認表 （留学からの変更の場合は，法務省ＨＰhttp://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri07_00003.htmlに掲示して
あるもののうち，該当するもの）

１－１

申請人名簿（同一企業において複数人を同時に申請する場合） （法務省ＨＰhttp://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri07_00197.htmlの提出書類５番） １－２

在留資格変更許可申請書（所属機関等作成用１～５ Ｖ，法務省ＨＰhttp://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri07_00197.htmlの提出書類１番） ２－２

参考様式1-4 特定技能外国人の報酬に関する説明書 ３

参考様式1-5 特定技能雇用契約書の写し（申請人が十分に理解できる言語での記載も必要） ４

参考様式1-6 雇用条件書の写し（別紙「賃金の支払」を含む。申請人が十分に理解できる言語での記載も必要） ５

参考様式1-7 事前ガイダンスの確認書（申請人が十分に理解できる言語での記載も必要） ６

参考様式1-8 支払費用の同意書及び明細書（申請人が十分に理解できる言語での記載も必要） ７

参考様式1-9 徴収費用の説明書 ８

参考様式1-11 特定技能所属機関概要書 １５

登記事項証明書 １６

住民票の写し（業務執行に関与する役員）※マイナンバーの記載がなく，本籍地の記載があるもの １７－１

参考様式1-23 特定技能所属機関の役員に関する誓約書（業務執行に関与しない役員） １７－２

決算文書の写し（損益計算表及び貸借対照表，直近２年分）※直近期末において債務超過がある場合には，中小企業診断士，公認会計士等の企業評価を行う能力を有すると認められる公
的資格を有する第三者が改善の見通しについて評価を行った書面の提出が必要

１８－１

法人税の確定申告書の控えの写し（直近２年分） １８－２

地方労働局長発行の労働保険料等納付証明書（未納なし証明）（厚生労働省ＨＰhttps://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_03993.html参照） １９－１

労働保険料領収証書の写し（直近１年分）又は労働保険概算・増加概算・確定保険料申告書（事業主控え）の写し（領収証書に対応する分）
※労働保険事務組合に事務委託している事業場は，事務組合が発行した「労働保険料領収書」の写し（直近１年分）及び労働保険料等納入通知書の写し（領収書に対応する分）

１９－２

参考様式1-16 雇用の経緯に係る説明書（あっせんする者の有無にかかわらず提出が必要） ２０－１

職業紹介事業所に関する「人材サービス総合サイト」（厚生労働省職業安定局ＨＰ）の画面を印刷したもの（あっせんする者がある場合のみ提出が必要） ２０－２

日本年金機構発行の社会保険料納入状況照会回答票又は健康保険・厚生年金保険料領収証書の写し（在留資格変更許可申請を行う月の前々月までの24か月分全て） ２１

税務署発行の納税証明書その３（税目：源泉所得税及び復興特別所得税，法人税，消費税及び地方消費税） ２２

市町村発行（東京２３区の場合は都税事務所発行）の納税証明書（税目：前事業年度分の法人住民税） ２３

参考様式1-17 １号特定技能外国人支援計画書 ２４

参考様式1-18～1-22 支援を委託する場合は支援委託契約書の写し，自社で支援を行う場合は支援責任者・支援担当者それぞれの就任承諾書及び誓約書，履歴書
※自社で支援を行う場合は，支援責任者及び支援担当者が特定技能外国人を監督する立場にない者であること等の要件あり

２５－１

特定技能所属機関の四季報写し，又は法定調書合計表の写し（自社支援でその他の実績を証明する場合） ２５－２

分野別に必要となる資料（４～６ページ参照） ２７

留学生が特定技能１号へ変更申請する場合の必要書類２（雇用する企業側）
※雇用する企業が法人の場合（個人の場合は下記法務省ＨＰ①参照）

①http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri07_00003.html（特定技能への移行を希望する令和２年春卒業予定の留学生の皆様へ）
②http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri07_00201.html（特定技能運用要領・各種様式等 ← 参考様式はこちら）

３

東京出入国在留管理局横浜支局
Tokyo Regional Immigration Services Bureau

Yokohama District Immigration Office 

http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri07_00003.html
http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri07_00197.html
http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri07_00197.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_03993.html
http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri07_00003.html
http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri07_00201.html


参考様式 書類名

分野別参考様式14-1 外食業分野における特定技能外国人の受入れに関する誓約書（特定技能所属機関）

分野別参考様式14-2 外食業分野における特定技能外国人の受入れに関する誓約書（登録支援機関）

保健所長の営業許可証の写し
（許可証上の営業者氏名と特定技能所属機関が一致していることが必要）

特定技能所属機関及び登録支援機関が，農林水産省，関係業界団体，登録支援機関
その他の関係者で構成される外食業分野における特定技能外国人の受入れに関する
協議会の構成員であることの証明書（初めて特定技能外国人を受け入れてから４か月
以上経過している場合）

参考様式 書類名

分野別参考様式1-1 介護分野における特定技能外国人の受入れに関する誓約書（特定技能所属機関）

分野別参考様式1-2 介護分野における業務を行わせる事業所の概要書

地方公共団体が発行する指定通知書等の写し

特定技能所属機関が，厚生労働大臣が設置する介護分野における特定技能外国人の
受入れに関する協議会の構成員であることの証明書（初めて特定技能外国人を受け入
れてから４か月以上経過している場合）

参考様式 書類名

分野別参考様式2-1 ビルクリーニング分野における特定技能外国人の受入れに関する誓約書

次のいずれかの資料
・建築物清掃業登録証明書
・建築物環境衛生総合管理業登録証明書のいずれか

特定技能所属機関が，厚生労働大臣が設置するビルクリーニング分野における特定技
能外国人の受入れに関する協議会の構成員であることの証明書（初めて特定技能外国
人を受け入れてから４か月以上経過している場合）

４

参考様式 書類名

分野別参考様式10-1 宿泊分野における特定技能外国人の受入れに関する誓約書（特定技能所属機関）

分野別参考様式10-2 宿泊分野における特定技能外国人の受入れに関する誓約書（登録支援機関）

旅館業許可証（旅館・ホテル営業許可書）
（許可書上の営業者氏名と特定技能所属機関が一致していることが必要）

特定技能所属機関及び登録支援機関が，国土交通省が設置する宿泊分野に係る特定
技能外国人の受入れに関する協議会の構成員であることの証明書（初めて特定技能
外国人を受け入れてから４か月以上経過している場合）

参考様式 書類名

分野別参考様式13-1
飲食料品製造業分野における特定技能外国人の受入れに関する誓約書（特定技能所
属機関）

分野別参考様式13-2
飲食料品製造業分野における特定技能外国人の受入れに関する誓約書（登録支援機
関）

特定技能所属機関及び登録支援機関が，農林水産省，関係業界団体，登録支援機関
その他の関係者で構成される飲食料品製造業分野における特定技能外国人の受入れ
に関する協議会の構成員であることの証明書（初めて特定技能外国人を受け入れてか
ら４か月以上経過している場合）

外食業分野（農林水産省） 宿泊分野（国土交通省）

飲食料品製造業分野（農林水産省） 介護分野（厚生労働省）

ビルクリーニング分野（厚生労働省）

留学生が特定技能１号へ変更申請する場合の必要書類３（雇用する企業側）
（分野別必要書類）

http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri07_00201.html（特定技能運用要領・各種様式等 ← 分野別参考様式はこちら）

素形材産業分野（経済産業省）

参考様式 書類名

分野別参考様式3-1 素形材産業分野における特定技能外国人の受入れに関する誓約書

特定技能所属機関が，経済産業省の組織する製造業特定技能外国人材受入れ協議・
連絡会の構成員であることの証明書（初めて特定技能外国人を受け入れてから４か月
以上経過している場合）

東京出入国在留管理局横浜支局
Tokyo Regional Immigration Services Bureau

Yokohama District Immigration Office 

http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri07_00201.html


５

http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri07_00201.html（特定技能運用要領・各種様式等 ← 分野別参考様式はこちら）

参考様式 書類名

分野別参考様式7-1
造船・舶用工業分野における特定技能外国人の受入れに関する誓約書（特定技能所属
機関）

分野別参考様式7-2 造船・舶用工業分野における特定技能外国人の受入れに関する誓約書（登録支援機
関）

造船・舶用工業事業者の確認通知書

特定技能所属機関及び登録支援機関が，国土交通省が設置する造船・舶用工業分野
に係る特定技能外国人の受入れに関する協議会の構成員であることの証明書（初めて
特定技能外国人を受け入れてから４か月以上経過している場合）

参考様式 書類名

分野別参考様式6-1 建設分野における特定技能外国人の受入れに関する誓約書

建設特定技能受入計画の認定証の写し

特定技能所属機関が，国土交通省が設置する建設分野に係る特定技能外国人の受入
れに関する協議会の構成員であることの証明書（初めて特定技能外国人を受け入れて
から４か月以上経過している場合）

参考様式 書類名

分野別参考様式4-1 産業機械製造業分野における特定技能外国人の受入れに関する誓約書

特定技能所属機関が，経済産業省の組織する製造業特定技能外国人材受入れ協議・
連絡会の構成員であることの証明書（初めて特定技能外国人を受け入れてから４か月
以上経過している場合）

参考様式 書類名

分野別参考様式5-1 電気・電子情報関連産業分野における特定技能外国人の受入れに関する誓約書

特定技能所属機関が，経済産業省の組織する製造業特定技能外国人材受入れ協議・
連絡会の構成員であることの証明書（初めて特定技能外国人を受け入れてから４か月
以上経過している場合）

産業機械製造業分野（経済産業省） 電気・電子情報関連産業分野（経済産業省）

建設分野（国土交通省） 造船・舶用工業分野（国土交通省）

留学生が特定技能１号へ変更申請する場合の必要書類３（続き）（雇用する企業側）
（分野別必要書類）

航空分野（国土交通省）

参考様式 書類名

分野別参考様式9-1 航空分野における特定技能外国人の受入れに関する誓約書（特定技能所属機関）

分野別参考様式9-2 航空分野における特定技能外国人の受入れに関する誓約書（登録支援機関）

【空港グランドハンドリングの業務区分の場合】
次のいずれかの資料

・国管理空港における空港管理規則に基づく構内営業の承認書（写し），又は，会社管
理・地方自治体管理空港における空港管理者による営業の承認，許可を証明する書類
（写し）
・航空法に基づく航空運送事業の経営許可書（写し）

【航空機整備の業務区分の場合】
次のいずれかの資料

・航空機整備等に係る能力について国土交通大臣による認定を受けた者であることを
証明するもの

・航空機整備等に係る能力について認定を受けた者から業務の委託を受けた者にあっ
ては，委託元に係る上記の書類及び委託契約書（写し）

特定技能所属機関及び登録支援機関が，国土交通省が設置する航空分野に係る特定
技能外国人の受入れに関する協議会の構成員であることの証明書（初めて特定技能
外国人を受け入れてから４か月以上経過している場合）

東京出入国在留管理局横浜支局
Tokyo Regional Immigration Services Bureau

Yokohama District Immigration Office 

http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri07_00201.html


６

留学生が特定技能１号へ変更申請する場合の必要書類３（続き）（雇用する企業側）
（分野別必要書類）

http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri07_00201.html（特定技能運用要領・各種様式等 ← 分野別参考様式はこちら）

参考様式 書類名

分野別参考様式12-1 漁業分野における特定技能外国人の受入れに関する誓約書（特定技能所属機関）

分野別参考様式12-2 漁業分野における特定技能外国人の受入れに関する誓約書（登録支援機関）

【特定技能所属機関が農林水産大臣又は都道府県知事の許可又は免許を受けて漁業
又は養殖業を営んでいる場合】
次のいずれかの書類
・許可証の写し
・免許の指令書の写し

・その他許可又は免許を受け漁業又は養殖業を営んでいることが確認できる公的な書
類の写し

【特定技能所属機関が漁業協同組合に所属して漁業又は養殖業を営んでいる場合】
次のいずれかの書類

・当該組合の漁業権の内容たる漁業又は養殖業を営むことを確認できる当該組合が発
行した書類の写し
・その他当該組合に所属して漁業又は養殖業を営んでいることが確認できる書類の写し

【漁船を用いて漁業又は養殖業を営んでいる場合】
次のいずれかの書類
・漁船原簿謄本の写し
・漁船登録票の写し

特定技能所属機関及び登録支援機関が，農林水産省が設置する漁業分野における特
定技能外国人の受入れに関する協議会協議会の構成員であることの証明書（初めて特
定技能外国人を受け入れてから４か月以上経過している場合）

参考様式 書類名

分野別参考様式11-1 農業分野における特定技能外国人の受入れに関する誓約書（特定技能所属機関）

分野別参考様式11-4 農業分野における特定技能外国人の受入れに関する誓約書（登録支援機関）

特定技能所属機関及び登録支援機関が，農林水産省が設置する農業分野における特
定技能外国人の受入れに関する協議会協議会の構成員であることの証明書（初めて
特定技能外国人を受け入れてから４か月以上経過している場合）

農業分野（農林水産省）

漁業分野（農林水産省）

参考様式 書類名

分野別参考様式8-1
自動車整備分野における特定技能外国人の受入れに関する誓約書（特定技能所属機
関）

自動車整備分野における特定技能外国人の受入れに関する協議会の構成員となること
の証明書（特定技能所属機関）

※自動車整備分野特定技能協議会入会届出書兼構成員資格証明書（特定技能所属機
関）の写し（運輸局の受付印があるもの）

分野別参考様式8-2 自動車整備分野における特定技能外国人の受入れに関する誓約書（登録支援機関）

自動車整備分野における特定技能外国人の受入れに関する協議会の構成員となること
の証明書（登録支援機関）

※自動車整備分野特定技能協議会入会届出書兼構成員資格証明書（登録支援機関）
の写し（運輸局の受付印があるもの）

分野別参考様式8-3

登録支援機関の支援責任者，支援担当者又はその他外国人の支援を行う者に係る次
のいずれかの文書
・自動車整備士技能検定１級又は２級の合格証の写し
・実務経験証明書

道路運送車両法第７８条第１項に基づく，地方運輸局長の認証を受けた事業場であるこ
とを証する資料

特定技能所属機関及び登録支援機関が，国土交通省が設置する自動車整備分野に係
る特定技能外国人の受入れに関する協議会の構成員であることの証明書（初めて特定
技能外国人を受け入れてから４か月以上経過している場合）

自動車整備分野（国土交通省）

東京出入国在留管理局横浜支局
Tokyo Regional Immigration Services Bureau

Yokohama District Immigration Office 

http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri07_00201.html


在留資格「特定技能」についての問合せ先（法務省）

７

0570-034259

(内線330)



在留資格「特定技能」についての問合せ先

官署名 住所・担当部署 連絡先 官署名 住所・担当部署 連絡先

国土交通省海事局 東京都千代田区霞が関2-1-3 ＴＥＬ　03-5253-8634 　中国地方整備局 広島市中区八丁堀2-15 ＴＥＬ  082-221-9231

船舶産業課 建政部計画・建設産業課
　北海道運輸局 北海道札幌市中央区大通西10 ＴＥＬ　011-290-1012 　四国地方整備局 高松市 サンポート3番33号 ＴＥＬ  087-811-8314

海事振興部旅客・船舶産業課 建政部計画・建設産業課
　東北運輸局 宮城県仙台市宮城野区鉄砲町1 ＴＥＬ　022-791-7512 　九州地方整備局 福岡県福岡市博多区博多駅東2丁目10番7号 ＴＥＬ  092-471-6331

海事振興部海事産業課 建政部建設産業課 （内線：6147,6142）
　関東運輸局 神奈川県横浜市中区北仲通5-57 ＴＥＬ　045-211-7223 　沖縄総合事務局 沖縄県那覇市おもろまち2丁目1番1号 ＴＥＬ　098-866-1910

海事振興部船舶産業課 開発建設部建設産業・地方整備課

　北陸信越運輸局 新潟県新潟市中央区美咲町1-2-1 ＴＥＬ　025-285-9156

海事部海事産業課 官署名 住所・担当部署 連絡先

　中部運輸局 愛知県名古屋市中区三の丸2-2-1 ＴＥＬ　052-952-8020 国土交通省観光庁 東京都千代田区霞が関2-1-2 ＴＥＬ　03-5253-8367
海事振興部船舶産業課 観光産業課観光人材政策室

　近畿運輸局 大阪府大阪市中央区大手前4-1-76 ＴＥＬ　06-6949-6425 　北海道運輸局 北海道札幌市中央区大通西10丁目 ＴＥＬ　011-290-2700
海事振興部船舶産業課 観光部観光企画課

　神戸運輸監理部 兵庫県神戸市中央区波止場町1-1 ＴＥＬ　078-321-3148 　東北運輸局 宮城県仙台市宮城野区鉄砲町1番地 ＴＥＬ　022-791-7509
海事振興部船舶産業課 観光部観光企画課

　中国運輸局 広島県広島市中区上八丁堀6-30 ＴＥＬ　082-228-3691 　関東運輸局 神奈川県横浜市中区北仲通5-57 ＴＥＬ　045-211-1255
海事振興部船舶産業課 観光部観光企画課

　四国運輸局 香川県高松市サンポート3-33 ＴＥＬ　087-802-6816 　北陸信越運輸局 新潟県新潟市中央区美咲町1-2-1 ＴＥＬ　025-285-9181
海事振興部船舶産業課 観光部観光企画課

　九州運輸局
福岡県福岡市博多区博多駅東2-
11-1

ＴＥＬ　092-472-3158 　中部運輸局 愛知県名古屋市中区三の丸2-2-1 ＴＥＬ　052-952-8045

海事振興部船舶産業課 観光部観光企画課
　沖縄総合事務局 沖縄県那覇市おもろまち2-1-1 ＴＥＬ　098-866-1838 　近畿運輸局 大阪府大阪市中央区大手前4-1-76 ＴＥＬ　06-6949-6466

運輸部船舶船員課 観光部観光企画課

　中国運輸局 広島県広島市中区上八丁堀6-30 ＴＥＬ　082-228-8701

観光部観光企画課

官署名 住所・担当部署 連絡先 　四国運輸局 香川県高松市サンポート3-33 ＴＥＬ　087-802-6735

国土交通省
土地・建設産業局

東京都千代田区霞が関2-1-3 ＴＥＬ　03-5253-8283 観光部観光企画課

建設市場整備課
　九州運輸局

福岡県福岡市博多区
博多駅東2-11-1

ＴＥＬ　092-472-2330

　北海道開発局 札幌市北区北8条西2丁目 ＴＥＬ　011-709-2311 観光部観光企画課
事業振興部建設産業課 （内線：5895） 　沖縄総合事務局 沖縄県那覇市おもろまち2-1-1 ＴＥＬ　098-866-1812

　東北地方整備局 仙台市青葉区本町３－３－１ ＴＥＬ  022-263-6131 運輸部企画室

建政部建設産業課 （自動車整備分野）

　関東地方整備局 埼玉県さいたま市中央区新都心2-1 ＴＥＬ　048-601-3151 官署名 住所・担当部署 連絡先

建政部建設産業第一課
国土交通省自動車局 東京都千代田区霞が関2-1-3

ＴＥＬ　03-5253-8111
　　（42426、42414）

　北陸地方整備局 新潟県新潟市中央区美咲町1-1-1 ＴＥＬ　025-370-6571 （航空分野）

建政部計画・建設産業課 官署名 住所・担当部署 連絡先

　中部地方整備局
愛知県名古屋市中区三の丸2丁目5
番1号

ＴＥＬ　052-953-8572
東京都千代田区霞が関2-1-3

ＴＥＬ　03-5253-8111

建政部建設産業課 航空ネットワーク部 （内線：49114）

　近畿地方整備局 大阪市中央区大手前1-5-44 ＴＥＬ  06-6942-1071
　航空ネットワーク企画課

（空港グランドハンドリング関係）
建政部建設産業第一課 安全部　運航安全課　乗員政策室 （内線：50137）

（航空機整備関係）

（建設分野）

（宿泊分野）

　国土交通省航空局

（造船・舶用工業分野） （建設分野（続き））

８



在留資格「特定技能」についての問合せ先

官署名 住所・担当部署 連絡先 住所・担当部署 連絡先

農林水産省経営局 東京都千代田区霞が関1-2-1 ＴＥＬ　03-6744-2162 経済産業省製造産業局 東京都千代田区霞が関1-3-1 ＴＥＬ　03-3501-1691

就農・女性課 産業機械課

　北海道農政事務所
北海道札幌市中央区
南22条西6丁目2-22

ＴＥＬ　011-330-8809 （製造3分野全体について） 東京都千代田区霞が関1-3-1 ＴＥＬ　03-3501-1689

生産経営産業部担い手育成課 総務課

　東北農政局
宮城県仙台市青葉区
本町三丁目3番1号

ＴＥＬ　022-221-6217

経営・事業支援部経営支援課 住所・担当部署 連絡先

　関東農政局
埼玉県さいたま市中央区新都心2-1
さいたま新都心合同庁舎2号館

ＴＥＬ　048-740-0394 経済産業省製造産業局 東京都千代田区霞が関1-3-1 ＴＥＬ　03-3501-1063

経営・事業支援部経営支援課 素形材産業室

　北陸農政局 石川県金沢市広坂2丁目2番60号 ＴＥＬ　076-232-4238 （製造3分野全体について） 東京都千代田区霞が関1-3-1 ＴＥＬ　03-3501-1689

経営・事業支援部経営支援課 総務課

　東海農政局
愛知県名古屋市中区
三の丸1-2-2

ＴＥＬ　052-223-4620

経営・事業支援部経営支援課 住所・担当部署 連絡先

　近畿農政局
京都府京都市上京区
西洞院通下長者町下る丁子風呂町

ＴＥＬ　075-414-9055
経済産業省
商務情報政策局

東京都千代田区霞が関1-3-1 ＴＥＬ　03-3501-6944

経営・事業支援部経営支援課 情報産業課

　中国四国農政局
岡山県岡山市北区
下石井1丁目4番1号

ＴＥＬ　086-224-8842 （製造3分野全体について） 東京都千代田区霞が関1-3-1 ＴＥＬ　03-3501-1689

経営・事業支援部経営支援課 経済産業省製造産業局 総務課

　九州農政局
熊本県熊本市西区
春日2丁目10番1号

ＴＥＬ　096-300-6375

経営・事業支援部経営支援課 官署名 住所・担当部署 連絡先

　沖縄総合事務局
沖縄県那覇市おもろまち2丁目1番1号

那覇第2地方合同庁舎2号館
ＴＥＬ　098-866-1628 農林水産省食料産業局 東京都千代田区霞が関1-2-1 ＴＥＬ　03-6744-7177

農林水産部経営課 食文化・市場開拓課

官署名 住所・担当部署 連絡先 官署名 住所・担当部署 連絡先

農林水産省水産庁 東京都千代田区霞が関1-2-1 ＴＥＬ　03-6744-2340 農林水産省食料産業局 東京都千代田区霞が関1-2-1 ＴＥＬ　03-6744-7180

企画課漁業労働班 食品製造課

住所・担当部署 連絡先 住所・担当部署 連絡先

厚生労働省社会・援護局 東京都千代田区霞が関1-2-2 ＴＥＬ　03-5253-1111
厚生労働省
医薬・生活衛生局

東京都千代田区霞が関1-2-2 ＴＥＬ　03-5253-1111

福祉人材確保対策室 （内線2125,3146） 生活衛生課 （内線　2432）

（飲食料品製造業分野）

（ビルクリーニング分野）

（電気・電子情報関連産業分野）

（外食分野）

（農業分野） （産業機械製造業分野）

（素形材産業分野）

（漁業分野）

（介護分野）
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